
社会資本のメンテナンスに関する取り組み

平成２８年１０月２６日

国土交通省 中国地方整備局

企画部 技術管理課 畑中 稔

平成28年度 山口県コンクリート診断士会例会



○社会資本の老朽化対策への流れ

○国土交通省インフラ長寿命化計画

○民間資格の登録制度について

○市町村における体制の確立を目指して

○３つのミッションとその推進方策

○道路分野における老朽化対策

○中国地方での取組（道路分野）
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社会資本の老朽化対策への流れ
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米国では、日本よりも30年早い1980年代に多くの道路施設が高齢化した。

荒廃するアメリカ：米国では、1980年代に多くの道路施設が高齢化

【米国の橋梁の建設年】

【日本の橋梁の建設年】

※全橋梁を対象

※国道・都道府県道の橋梁を対象

１９８０年代に多く高齢化

２０１０年代に多く高齢化
３０年早く高齢化

出典：（社）国際建設技術協会

出典：道路施設現況調査（国土交通省）より作成
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・アメリカの道路投資は、1983年を境に増えている。
約20年間(2001/1980)で、道路投資額は１．６２倍になっている。

・2001年の維持管理費は、全体道路投資額の５３％と、維持管理・修繕に重点
を置いている。それに伴い、欠陥橋梁※が減っている。

【欠陥橋梁が占める割合の推移】
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出典：米国議会報告資料より作成

【シルバー橋の崩壊（1967年）】

【マイアナス橋の崩壊（1983年）】

出典：
（社）国際建設技術協会

出典：Fond du Lac 
Commonwealth Reporter

(1967年12月)

※欠陥橋梁：劣化のため車両通行規制がかかるなど構造的に欠陥のある橋梁や幅員
不足など機能的に基準を満たさない橋梁
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【米国の道路投資額の推移】

1983年1967年

1971年 橋梁点検開始

2007年

荒廃するアメリカ：米国では、1980年代に多くの道路施設が高齢化
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平成２４年７月 国土交通大臣より諮問 → 社会資本整備審議会、交通政策審議会
○「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方」について
※社会資本メンテナンス戦略小委員会を設置（H27.12)

平成２４年８月 第３次 社会資本整備重点計画 閣議決定
重点目標１ 大規模又は広域的な災害リスクを低減させる
重点目標２ 我が国産業・経済の基盤や国際競争力を強化する
重点目標３ 持続可能で活力ある国土・地域づくりを実現する
重点目標４ 社会資本の適確な維持管理・更新を行う

平成２４年１２月 中央自動車道笹子トンネル天井版落下事故

平成２５年３月 社会資本の老朽化対策会議
○社会資本の維持管理・更新について当面講ずべき措置（工程表）決定

平成２５年１１月 インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議
○「インフラ長寿命化基本計画」決定

平成２５年１２月 社会資本整備審議会、交通政策審議会より答申 → 国土交通大臣
○「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について」

平成２６年５月 社会資本の老朽化対策会議
○「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」決定

社会資本の老朽化対策への取組状況

個別施設計画へ



笹子トンネル天井板落下事故

平成２４年１２月２日、笹子トンネル天井板落下事故が発生。

【笹子トンネル概要】
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平成２６年４月１４日に社会資本整備審議会 道路分科会の家田仁分科会長

から太田国土交通大臣に 「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」が

手交された

「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」
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出典：国土交通省ＨＰより
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出典：インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議（平成25年１１月２９日）（内閣官房ＨＰ）
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国土交通省
インフラ長寿命化計画（行動計画）
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出典：国土交通省 インフラ長寿命化計画（行動計画） 工程表 （平成26年５月21日、国土交通省）

行動計画では、必要施策に係る取組の方向性に加え、工程表が示されている。

【事例】
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法令・マニュアルの整備による点検頻度等の明確化

○各施設分野における点検サイクル

点検サイクル 点検方法 健全度評価

道路 橋梁、トンネル等
５年

【省令：H26年７月～施行】
近接目視 ４段階

河川施設
毎年

【政令：H25年１２月～施行】
目視 ４段階

毎年
【政令：H25年１２月～施行】

目視等 -

【定期点検】概ね３年
計測記録確認
目視点検等

３段階

【総合点検】３０年
※管理開始後３０年以上経過した施設は、

H28年度までに一巡

現地調査、
劣化・損傷調査等

５段階

砂防 砂防施設等 施設毎に設定 目視 ３段階

海岸 海岸堤防等 毎年 目視 ４段階

港湾 港湾施設
５年以内（重要な施設は３年以内）

【告示：H26年３月～施行】
陸上、海上から目視及び計測等 ４段階

処理場・ポンプ場 ー 目視 ５段階

管路
施設毎にサイクルを設定

※下水道事業計画に点検方法、頻度の記載
が義務づけ

目視、TVカメラ ３段階

施設分野

河川

下水道

ダム
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法令・マニュアル等の整備＝自治体への支援

分野 施設 マニュアル名 策定主体 策定時期

橋梁 道路橋定期点検要領 国土交通省道路局 H26.6

トンネル 道路トンネル定期点検要領 国土交通省道路局 H26.6

堤防・護岸・樋門・樋管
堤防等河川管理施設及び河道の点検要領
中小河川の堤防等河川管理施設及び河道の点検要領
河川管理施設の点検結果評価要領(案)

国土交通省水管理・国土保全局
H24.5
H27.3改訂
H27.3

ダム ダム総合点検実施要領 国土交通省水管理・国土保全局 H25.10

砂防設備
砂防関係施設点検要領（案）
点検ガイドライン策定予定

国土交通省砂防部
H26.9
H27年度内

地すべり防止施設
砂防関係施設点検要領（案）
点検ガイドライン策定予定

国土交通省砂防部
H26.9
H27年度内

急傾斜地崩壊防止施設
砂防関係施設点検要領（案）
点検ガイドライン策定予定

国土交通省砂防部
H26.10
H27年度内

海岸 海岸堤防等
海岸保全施設維持管理マニュアル
～堤防・護岸・胸壁の点検・評価及び長寿命化計画の立
案～

＜農林水産省＞
　農村振興局防災課
　水産庁防災漁村課
＜国土交通省＞
　水管理・国土保全局海岸室
　港湾局海岸・防災課

H26.3改訂

下水道 下水道管路施設等
下水道維持管理指針
下水道法改正（H27.5)を踏まえ、点検要領（仮）策定予定

社団法人日本下水道協会
国土交通省都市局

H26.9
H27.11頃予定

港湾 港湾施設 港湾の施設の点検診断ガイドライン（案） 国土交通省港湾局 H26.3

空港 空港施設 空港内の施設の維持管理指針 国土交通省航空局 H25.9

公園 公園施設 公園施設の安全点検に係る指針（案）
国土交通省都市局
公園緑地・景観課

H27.4

道路

砂防

○各施設分野における維持管理に係る基準やマニュアル等の整備状況（H２７年３月末現在）

河川
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「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について」答申
（H25.12.25：社会資本整備審議会・交通政策審議会）

※H26.4.16 「社会資本メンテナンス戦略小委員会」で検討に着手

１．点検・診断に関する資格制度の確立
２．維持管理を円滑に行うための体制、地方公共団体等の支援方策
３．維持管理・更新に係る情報の共有化、見える化
４．メンテナンス技術の国際化

○小委員会からの提言事項
※H26.8.22

○民間資格の登録制度の創設について
※H27.2.27

○「市町村における持続的な社会資本メンテナンス体制の確立を目指して」
○「社会資本のメンテナンス情報に係る３つのミッションとその推進方策」

「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について」の施策の具体化
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民間資格の登録制度について



④登録要件を満たす民間資格を登録

①業務内容に応じた必要な知識・技術を登録要件として明確化

＜民間資格の登録等のプロセス＞

②民間資格を公募

③民間資格を業務内容に応じた必要な知識・技術を有するか評価

外注業務において登録された資格を活用

民間資格の登録制度の仕組み

技
術
者
資
格
制
度
小
委
員
会

評価案に
対する

意見聴取

国
土
交
通
省
評
価
案

技術者資格登録規程の枠組

道路 砂防 ○○

橋梁（鋼橋）
橋梁（コンクリート

橋）
トンネル 砂防設備 ○○

点検
道路橋（鋼橋）の点検業務の実施にあたり、道路法施行規
則第４条の５の２に定められた事項（健全性の診断を除く）
を確実に履行するために必要な知識及び技術

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

診断 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

道路 砂防 ○○

橋梁（鋼橋） 橋梁（コンクリート橋） トンネル 砂防設備 ○○

点検
○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士
○○技術士

・・・

診断 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

○国土交通省が業務内容に応じて必要となる知識・技術を登録要件として明確化し、登録要件等に適合すると評価され
た 既存の民間資格を登録する制度。
○「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」として国土交通大臣が制定。
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技術者資格制度のこれまでの検討経緯等

技術者資格制度小委員会（H26.11設置）
（役割） ・民間資格の登録制度の構築及び拡充の検討

・民間資格の評価に対する意見 等

平成26年11月28日 技術者資格登録規程（※） 告示
※維持管理分野（点検・診断等）を対象

平成27年10月26日 技術者資格登録規程 一部改正
※維持管理分野の施設拡充、新設分野（計画・調査・設計）も対象

第1回登録 ５０資格（維持管理分野）※公募期間H26.11～12月平成27年1月26日

平成27年度発注業務に活用中

平成27年度

平成28年2月24日

○技術者資格制度小委員会において、民間資格の登録制度の構築及び拡充の検討等を実施。
○平成26年度に、技術者資格登録規程（※）の制定により民間資格の登録制度を構築するとともに、維持管理分野５０資
格を登録。平成27年度には、対象に新設分野も加え、新たに１１１資格を登録。

第２回登録 １１１資格（維持管理分野49、新設分野62）公募期間H27.10～12月

平成28年度発注業務から活用予定

平成26年度

※公共工事に関する調査及び設計等の
品質確保に資する技術者資格登録規程
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（参考）分野別登録資格数

○平成27年1月登録 維持管理分野（点検・診断等）：５０資格 → Ｈ２７発注業務において活用
○平成28年2月登録 維持管理分野（点検・診断等）：４９、新設分野（計画・調査・設計） ：６２ 計１１１
総計 延べ１６１資格登録 → Ｈ２８発注業務より活用中

登録資格数 延べ161資格

●維持管理分野（点検・診断等業務）※H27年度一部拡充

H27.1 H28.2 計

土木機械設備　　 ※拡充 － 2 2

公園（遊具） 0 4 4

堤防・河道　　　　  ※拡充 － 0 0

下水道管路施設　※拡充 － 1 1

砂防設備 1 1 2

地すべり防止施設 2 0 2

急傾斜地崩壊防止施設 1 2 3

海岸堤防等 4 0 4

橋梁（鋼橋） 16 13 29

橋梁（ｺﾝｸﾘｰﾄ橋） 17 12 29

トンネル 5 13 18

港湾施設 4 0 4

空港施設 0 1 1

50 49 99

施設等名
登録資格数

計

●新設分野（計画・調査・設計業務）※H27年度制定

地質・土質 9

建設環境 2

電気施設・通信施設・制御処理システム 1

建設機械 1

土木機械設備 1

都市計画及び地方計画 1

都市公園等 2

河川・ダム 2

下水道 1

砂防 2

地すべり対策 2

急傾斜地崩壊等対策 3

海岸 12

道路 3

橋梁 3

トンネル 2

港湾 14

空港 1

62計

施設等名
登録資格数
（H28.2)
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市町村における持続的な
体制の確立を目指して
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市町村が施設管理者としての責務を果たすため、持続的な維持管理体制の確立に向けて、
国、都道府県等による市町村支援の今後の方向性と具体的な施策を取りまとめ

【１．市町村を取り巻く現状と課題】
（１）市町村を取り巻く維持管理の現状
○高度成長期以降に整備された社会資本が急速に老朽化
○法令、基準類の整備に伴う、維持管理の責務の具体化・明確化
（２）的確な維持管理を実施する上での課題
○市町村は人員面、技術面、財政面での課題が存在
○一部市町村において社会資本の管理責任を果たせないおそれが懸念

【２．支援の基本的な考え方と検討の方向性】
（１）支援の基本的な考え方
①市町村が施設管理者としての責務を果たすことができる仕組みの構築
②なお不足する部分について国、都道府県等が役割を踏まえて対応
（２）検討の方向性
①人員、技術力に課題が多い市町村の体制強化
②国や都道府県等による技術的支援

人員・技術力・財政が不足している市町村の維持管理体制に知恵・人・技を緊急投入（持続的な維持管理体制を実現）

（１）市町村の体制強化
１）共同処理体制の促進

・点検、診断、修繕工事等における共同処理の取組の実施
と全国での普及

２）技術者派遣の仕組みの構築
・保有資格、経験等を明らかにする技術者登録制度の検討
・民間企業等の技術レベル等をあらかじめ評価し、市町村

による民間企業等の選定に資する仕組みを検討
・技術者の活用に対する国からの経費の支援を検討

３）点検・診断、補修・修繕の民間事業者への包括的委託の
活用

・従来行政は担ってきた事務の一部について、民間等の技
術力を活用

・点検・診断から補修・修繕までの包括的委託等を推進

（２）国や都道府県等による技術的支援
１）体系的な技術的アドバイスの仕組みの構築

・市町村に対する技術的アドバイスについて、対応する手順
等のルール化

・都道府県や所管団体、民間企業の活用等による体制強化
の仕組み構築

・市町村に対して技術的支援を実施する専門組織の構築
２）点検・診断、補修・修繕に関する国等による代行制度の

仕組みを構築
・点検・診断から修繕設計・工事等まで一貫できる代行制度の

仕組みを構築
３）緊急的な対応制度の構築

・緊急時に、国が技術的な支援を円滑かつ迅速に実施する

ため、組織・財源措置等の必要な制度を構築

【３．具体的施策】

市町村における持続的な社会資本メンテンス体制の確立を目指して（案）
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具体的施策 （１）市町村の体制強化

共同処理体制のイメージ

22



具体的施策 （２）国や都道府県等による技術的支援 ２）点検・診断、補修・修繕に関する国等による代行制度

道路分野における修繕工事等の代行制度について
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３つのミッションとその推進方策
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３つのミッションを推進
（１）「現場のための正確な情報の把握・蓄積」
（２）「国民等の理解と支援をえるための情報の見える化」
（３）「メンテナンスサイクルを着実に回すための情報の共有化」

・特に重要な情報については、施設の点検が一巡する最初の５年間に、国・都道府県・市町村等の全ての
施設管理者が協力して確実に施策を実施

ミッション（１） 現場のための正確な情報の把握・蓄積

○現場における施設の維持管理の実施、施設の健全な状態の維持
○科学的かつ合理的な社会資本のメンテナンスの実現

①施設台帳等の確実な整備
・施設台帳等の整備・更新を確実に実施

・施設の点検結果・健全性の評価等の情報に
ついて施設台帳等に記録（標準様式の整備）

②点検結果等の記録の徹底
・点検結果等の正確な記録の徹底
・維持管理情報の充実・蓄積

③データ入力様式の標準化

・標準様式の作成など施設分野ごとにデータ入力
の省力化・標準化を推進
・点検業者等による点検結果の入力等を推進

④社会資本情報の集約化・電子化

・維持管理に関する情報を集約しデータベースを作
成、二次利用可能な形式で電子化

⑤社会資本情報プラットフォームの構築
・各分野のデータベースから必要な基本情報や維持管理情報を収集・集計整理し、横並びで閲覧・検索

【意義】 留意事項 ・職員の負担 ・費用の増加
・市町村等の人員不足

社会資本のメンテナンス情報に関わる３つのミッションとその推進方策
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ミッション（２） 国民等の理解と支援を得るための情報の見える化

【意義】

○社会資本の現状・課題等の周知、国民等の支持・
支援

○健全性が著しく低い施設、対応措置等の情報提
供、事故・災害リスクの低減
○施設の転用・統廃合、費用負担等への理解・協力
○施設の適正利用の促進
○施設点検等への自主参加の促進
○行政の取組状況の各区人、住民との信頼構築

①施設の健全性等の集計情報の公表
・健全性等の現状を施設分野ごとに公表
・国・地方公共団体等別にわかりやすく公表

点検実施率、健全性の評価別施設割合
要対策老朽施設化リスト など

・学術団体等による評価の取組への協力

②個別施設の点検結果等の公表
・施設名、所在地、建設年度 など
・点検実施年度（最新）、健全性の評価 など

③維持管理情報ポータルサイトの開設
・国・地方公共団体等の様々な情報を公表

施設の転用・統廃合、劣化・崩落事例 など

④地域住民との共同点検等の実施
・地域住民との協働点検、美化活動等の実施
・地域住民からの提供情報の受取体制構築

情報公開・理解促進

留意事項
・テロや犯罪等を誘発する可能性のある情報の選別

社会資本のメンテナンス情報に関わる３つのミッションとその推進方策
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ミッション（３） メンテナンスサイクルを着実に回すための情報の共有化

【意義】

□国や地方公共団体等の
施設管理者
○維持管理レベルの確認

（自己診断の実施）
○目標設定、達成状況
○職員等のスキルアップ
○危機意識を促す

□指導的役割を担う
国や都道府県

○点検状況等のモニタリン
グ、市町村への助言・指導

○戦略的マネジメントの推
進
○市町村支援の活用

①施設情報の階層化
・国が全施設共有化すべき重要情報
・施設管理者が取得すべき情報

②進捗状況・管理指標の共有
・全国的な傾向・ベンチマーク分析

③最新の技術関連情報の共有
・技術開発の状況
・維持管理研修等の実施状況 など

④メンテナンスに関する会議の設置・活用
・施設管理者がデータ共有・進捗管理

国・地方公共団体等

留意事項
・記載方法等の統一化
・システム間の連携 など

メンテナンスの確実な実施

⑤施設の設計・施工等の情報との連携
・新設時の情報との連携（ＣＩＭなど）

民間企業・大学等の研究機関

【意義】
○効率的なメンテナンスの実現

メンテナンス技術の高度化
○民間主導による研究技術開発促進

メンテナンス産業発展への貢献

研究・技術開発促進

⑥研究・技術開発と連携したデータの公
開
・研究・技術開発に有用なデータの公開

・公開可能な情報のデータカタログを作
成
・目的等の明確化、結果のフィードバック

⑦相談窓口の設置

・研究・技術開発に資するデータ提供に関
する相談窓口を設置

留意事項
・データ流出（テロ・犯罪等）
・損害賠償への対応 など

施策の実現に向け併せて実施すべき事項
①国・都道府県等による市町村支援の実施 ②取り組み状況等の見える化
③インフラメンテナンス国民会議（仮称）の設置 ④インフラメンテナンスに関する表彰制度の創設

社会資本のメンテナンス情報に関わる３つのミッションとその推進方策
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道路分野における老朽化対策
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道路別の道路延長

日本では、全１２１万ｋｍの道路のうち約８割が市町村道

【日本の道路種別と延長割合】

※道路局調べ（H25.4）

約０．８万km 高速自動車国道（約１％）

約 ２万km 直轄国道（約２％）

約 ３万km 補助国道（約３％）

約 １３万km 都道府県道（約１１％）

約 １０２万km 市町村道（約８４％）

合計 全国約１２１万ｋｍ
29



■道路管理者別橋梁数

老朽化の現状・老朽化対策の課題

出典：道路メンテナンス年報 国土交通省道路局 平成28年9月

■地方公共団体管理橋梁の通行規制等の推移(２m以上)

※東日本大震災の被災地域は一部含まず。

※道路局調べ（ H26.4 ）

（橋）

■重大な損傷の事例

■見晴橋（市道 新山下第８号線)は、37歳で損傷を発見
しんやました

（橋）

全橋梁約７３万橋のうち、９割以上となる約６６万橋が地方公共団体が管理する橋梁であり、建設後５０

年を経過した橋梁（２ｍ以上）の割合は、１０年後には４４％と増加。

緊急的に整備された個所や水中部など立地環境の厳しい場所などの一部も構造物の老朽化による変

状が顕在化し、地方公共団体管理橋梁では近年通行規制が増加。

■５０年経過橋梁の割合 ※道路局調べ（Ｈ27.12時点）

※道路局調べ（Ｈ27.12時点）
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建設年度別の橋梁数（全国）

昭和３０年から５０年にかけて建設された橋梁が約２６％。

【建設年度別橋梁数】

出典：道路メンテナンス年報 国土交通省道路局 平成28年9月
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社会資本整備審議会 道路分科会 建議 平成２６年４月１４日
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中国地方での取組（道路分野）
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中国地方整備局管理橋梁の年齢構成

•中国地方整備局が管理する橋梁は、高度経済成長期(1955年～1973年)に全体の約４割に

あたる約１，３００橋梁箇所が建設されています。今後これら橋梁の高齢化が一斉に進むこ
とから、集中的に多額の補修・架替費用が必要となることが懸念される。

•中国地方整備局における建設後５０年以上を経過した橋梁箇所数の占める割合は、現在
の約３１％から２０年後には約６１％にまで急激に増加する。※対象：溝橋（カルバート）を除く橋梁（２ｍ以上）

中国地方整備局資料

架設年次別の橋梁箇所数分布
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中国地方整備局管理橋梁の高齢化の現状

経過年数別橋梁箇所数

建設後50年以上の橋梁箇所数
現在27％→20年後60％

中国地方整備局における建設後５０年以上を経過した橋梁箇所数の占める
割合は、現在の約２７％から２０年後には約６０％にまで増加します。
※対象：溝橋（カルバート）を含む全橋梁（２ｍ以上）

中国地方整備局資料
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損傷が深刻化してはじめて大規模な修繕を実施 

橋の架け替えのサイクルも短い（５０年程度） 

コンクリート床版の打ち替え 
事後保全 

転換 

コンクリートのひびわ

れが深刻 

きちんと点検し、損傷が深刻化する前に修繕を実施 

点検により、コンクリートに 

軽微なひびわれを発見 

下面に炭素繊維を接着すること

によりひびわれの進行を抑制 
予防保全 

中国地整道路部

・定期的な点検により早期に損傷を発見し、重大な損傷や致命的な損傷に至る前に対策を実施

→ 橋梁の長寿命化とライフサイクルコストを縮減

⇒ 高齢化は避けられないものの、適切な維持管理で老朽化させない

橋梁保全への取組（予防保全）

36



＜橋梁補修の基本方針＞

判定後の対策目標期間を設定し、「先送り」がないよう早期補修に努め

①定期点検の対策区分判定に応じて対策

②緊急対応の必要があるＥ判定橋梁…損傷発見後直ちに緊急対応、
１～２年以内を目途に恒久的対策

③速やかに補修を行う必要があるＣ判定橋梁…４年以内（次回定期点検ま
で）を目途に対策

④詳細調査の必要があるＳ判定橋梁…必要となる詳細調査等を実施、
対策区分の再判定（Ｂ判定又はＣ判定）、その区分に応じた対策

⑤当面、Ｃ・Ｅ判定橋梁の対策を推進。今後の点検で新たに判定される
Ｃ・Ｅ判定橋梁の対策状況を踏まえたうえで、状況に応じて補修を行う必
要があるＢ判定橋梁の対策

（４）記録の一元管理と活用

・点検結果、詳細調査結果、補修・補強履歴データ等を橋梁管理カルテにて一元管理
・長寿命化修繕計画の策定、損傷傾向の分析、劣化予測の検討、補修・補強等の対策

効果の検証などに活用

早期補修に向けた取り組み
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点検 診断

措置記録

長寿命化計画

反映 充実

【点検】
定期的に点検し、損傷
状況を把握

【診断】
定期点検結果に基づき損
傷原因に関する所見をま
とめ、対策区分を判定し、
補修等の計画を策定

【記録】
各種点検結果や補修等
の履歴等を記録保存

【措置】
補修等の計画に基づき、
効率的に補修等を実施

中国地整道路部

・点検→診断→措置→記録→（次の点検）というメンテナンスサイクルの構築

・長寿命化計画等の内容を充実し、予防的保全を効率的、効果的に推進

道路管理者として
意思決定

メンテナンスサイクルの構築
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◆道路橋のメンテナンスサイクルの構築

前年度の定期点検、診断結果等を踏まえ、
年度当初に長寿命化修繕計画を見直し、こ
の計画に基づく、点検、診断、措置、記録を
行う道路橋のメンテナンスサイクルを確実
に実施

（１）計画対象橋梁と計画期間

・現在管理している中国地方整備局管内
の橋長２ｍ以上の橋梁3,138箇所を対象。
・計画期間は５箇年間
・定期点検により毎年新たに対策が必要
な損傷が発見されるため、最新の点検結
果に基づき毎年度見直し（フォローアップ）
を実施
・今回は、平成25年度～29年度の計画

個別施設計画
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中国地整ＨＰにて公表

点検・補修・架替計画

http://www.cgr.mlit.go.jp/bridge/bridge.htm

■橋梁の長寿命化修繕計画 ２０１５年度版
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地方公共団体の三つの課題（人不足・技術不足・予算不足）に対して、国が都道府県と連携し
て支援方策を検討するとともに、それらを活用・調整するため、『道路メンテナンス会議』を設置

○道路法第28 条の2（道路の管理に関する協議会の設置）に規定の「協
議会」に位置付け

○各道路管理者が相互に連絡調整を行うことにより、円滑な道路管理を促
進し、道路施設等の予防保全・老朽化対策の強化を図る

（１）道路施設の維持管理等に係る情報共有・情報発信に関すること
→ 課題の共有（技術者・技術力、関係機関調整、対応方針）
→ 国民・道路利用者等の理解・協働の取り組みに向けた情報発信

（２）道路施設の点検、修繕計画等の把握・調整に関すること
→ 点検（点検方針、業務の発注、優先順位検討など）
→ 修繕計画等の把握・調整（情報の収集・管理（DB）、緊急輸送道路等の修繕

の優先順位、修繕時の代替路線、状況を踏まえた必要な措置の検討など）

（３）道路施設の技術基準類、健全性の診断、技術的支援等に関すること
→ 技術基準、点検要領の講習・修得等
→ 適切な健全度の診断に関する情報共有、技術的支援
→ 代行制度に関する情報共有

会議の内容（協議事項等）

○急速に進む施設の高齢化
○国、地方とも厳しい財政状況の中、道路施設の補修や更新への的確な対応が必要
○的確に対応を進めるために、国全体として実態の把握、計画的な補修・更新が必要

会議設置の背景

会議の役割
■道路管理者：

国（県内事務所）、県、市町村、
NEXCO、道路公社 等

■会 長：直轄代表事務所長
■事務局：直轄代表事務所、

県、NEXCO 等
■技術相談窓口：

直轄代表事務所

会議の構成員等

○点検結果公表の確認、点検
を踏まえた補修計画の議論
○緊急輸送道路の橋梁等優先
度を踏まえた点検計画策定
○点検講習会等技術支援
○パネル展示等広報の実施
○課題の対応方針検討

参考：取組内容

道路メンテナンス会議の設置
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【イメージ図】

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

都道府県等による受託

国・県にてニーズを取りまとめ

・市町村のニーズを踏まえ、
地域単位での点検業務の一括発注等の実施

道路事業における地域一括発注の取組について

市町村の人不足・技術力不足を補うために、市町村が実施する点検・診断の発注事務
を都道府県等が受委託することで、地域一括発注を実施
※平成28年度は、島根県、岡山県で実施予定
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中国地方整備局
連絡窓口：道路部 地域道路課
支援窓口：道路保全企画官、道路構造保全官等、

中国技術事務所 注：併任２名を含む。

市 町 村

国土技術政策総合研究所
土木研究所 構造物メンテナンス研究センター等

連携

技術支援

国土交通省

道路局

技
術
者
の
派
遣

・橋梁保全アドバイザー、道路構造保全官の派遣
・詳細調査方法・応急対応方法・補修方法の助言
・橋梁点検車の貸付等
・橋梁保全技術の周知、情報提供 等

中国地方橋梁保全委員会
橋梁保全アドバイザー

直轄国道事務所

連携

県・政令市

連携

関係業界団体
(一社)日本橋梁建設協会
(一社)PC建設業協会
(一社)建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会

中国地方ブロック技術拠点

技術的対応が求められる不具合発生時等

連絡窓口：
●●県道路メンテナンス会議

（道路法第２８条の２に基づく協議会）
窓口：直轄県代表事務所

地方自治体への支援：技術支援の体制
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石橋、木橋、吊り橋等、点検診断に関する助言を行っています。

石橋（橋梁全景） 木橋（橋梁全景） 吊り橋（点検状況）

石橋（点検状況） 木橋（点検状況） 点検後の助言、意見交換

地方自治体への支援の実施事例
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【支援概要】 

  地方自治体が実施した定期点検に基づいて出した判定（案）や修繕方針（案）に

対し、自治体の要請に応じて、整備局職員や整備局が発注する診断業務担当者が助

言を行う。 

 

【支援内容】 

 ・自治体の要請に応じて助言を行う「相談会（仮称）」を開催する。 

 

【支援体制】 

 ・自治体が道路メンテナンス会議事務局へ支援を要請。 

 ・道路メンテナンス会議事務局が開催日時、場所等を決定。 

 ・整備局職員、整備局の診断業務担当技術者が出席して助言。   

 

【支援に係る費用】 

 ・整備局の診断業務担当技術者を活用する支援は、各県で２回／年までは無償。 

 ・これを越える場合には有償で実施することも可能とする。 

  （自治体と診断業務委託業者との個別契約が必要） 

 ・本来の事務に支障が生じない範囲において、整備局職員のみでの支援も可能。 

 

ただし、技術支援において得られた知見は、国でも活用させて頂きます。 

 

【自治体の判定区分（案）や修繕方針（案）に対する助言】

技術支援の取り組み
【直轄国道を跨ぐ跨道橋（道路法の道路）の点検の受託】

【支援概要】 

国が直轄管理する道路を跨ぐ地方公共団体等が管理する道路法上の跨道橋につ

いて、点検を受託する。  

 

【支援内容】 

  ・点検について、自治体へ要望調査を行い、事務所の本来の事務に支障が生じな

いと判断した場合に受託する。 

 

【支援体制】 

  ・道路メンテナンス会議事務局が要望調査。 

  ・本局道路保全企画Ｇがとりまとめて地域道路課に確認のうえ決定。 

  ・各事務所が点検を実施。   

 

【支援に係る費用】 

 ・ 自治体から業務費又は工事費等を徴収。（受託事務処理規則に基づく契約） 
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H28年度研修

①道路構造物管理実務者研修
〈４～５日間、中国技術事務所〉

対 象：自治体職員及び直轄職員
予定人数：１００名程度（うち自治体職員７０名程度）
時 期：①橋梁Ⅰ H28.6.27～7.1 30名程度

橋梁Ⅰ H28.12.12～12.16    30名程度

橋梁Ⅱ H28.8.29～9.2         30名程度
②トンネル H28.7.19～7.22 10名程度

目 的：地方公共団体の職員の技術力育成のため、点検
要領に基づく点検に必要な知識・技能等を取得す
るための研修。

②その他点検講習会等
〈１～２日間、各県毎に開催（県独自の研修と共催を調整中）〉

対 象：自治体職員（及び直轄職員）
予定人数：１会場４０名程度
時 期：６月以降
目 的：管理者又は発注者として必要な知識の習得を

目的として、橋梁、トンネルに係る点検要領の
理解に係わる講義及び現場実習

※Ｈ２７年度実績：延べ４０８名の地方公共団体職員（３３市町村）が受講
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老朽化に係る広報の取組状況
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○目的

次世代を担う学生に、老朽化の現状、対策の必要性について理解浸透を図る。

○実施日・場所・参加者

■笠岡工業高校橋梁見学会

○日時：平成２８年６月１４日（火）
○場所：国道２号入江かぶと橋（笠岡市） ※学生３３名参加

▲ 打音点検を体験▲ 全体概要説明

▲ 鉄筋探査を体験 ▲ 板厚調査・塩分調査を体験

老朽化に係る広報の取組状況

○学生からのコメント

・座学だけでなく、学校の外に出て普
段学べないことを実際に体験するこ
とができ、身に付くものがあった。

・一つ一つ手作業で点検を行う大変
さや、普段何気なく使っている道路
が、色々な人の支えがあって成り
立っていることを感じることができた。

・実際のひび割れの長さを確認でき、
とてもいい経験になった。
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老朽化に係る広報の取組状況

○目 的

パネル展を通じて、市民の方々に広く道路構造物の老朽化の実態等を伝え、市民の理解を深める。

○期間：平成２８年４月４日～１５日
○場所：島根県庁、雲南市役所、道の駅あらエッサの展示スペース

○展示期間・場所

■老朽化パネル展

▲ 雲南市役所展示状況▲ パネル内容 49


